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 次のとおり制限付き一般競争入札を実施しますので、地方自治法施行令（昭和２２年

政令第１６号）第１６７条の６第１項及び半田市財務規則（昭和４６年半田市規則第１

１号）第１５５条の規定に基づき公告します。 

 

  令和６年７月２３日 

                             半田市長 久世 孝宏 

 

 １．入札に付する事項 

  (1) 工 事 名   亀崎小学校校舎改築等建築工事（週休２日） 

  (2) 工事場所   半田市亀崎月見町三丁目１０番地 

  (3) 工事概要   建築一式工事  

            新築校舎 

             鉄筋コンクリート造２階建 延床面積：5329.35 ㎡ 

      大規模改修校舎 

             鉄筋コンクリート造２階建 延床面積：1902.44 ㎡ 

 

  (4) 工  期    令和６年１０月１日から令和７年１２月１２日まで 

  (5) 予定価格    金２，１１８，０００，０００円 

            （消費税及び地方消費税相当額を除いた金額） 

  (6) 最低制限価格  有 

 

 ２．入札方法 

  (1)あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）における電子入札サブシステム（以

下「電子入札システム」という。）により実施するため、電子署名及び認証業務に関

する法律（平成１２年法律第１０２号）に基づき、主務大臣の認定を受けた特定認

証業務を行う者が発行する電子的な証明書を格納しているカードのうち、電子入札

コアシステムに対応しているカードにより、利用者登録を行なわなければならない

ものとし、電子入札システムは、以下のポータルサイトにアクセスして使用する。

https://www.chotatsu.e-aichi.jp/portal/index.jsp 

 (2) 入札の実施、また入札方法の詳細については、半田市制限付き一般競争入札実施

要綱、半田市特定建設工事共同企業体取扱要領、半田市電子入札実施要綱及び半田

市競争入札参加者心得書によるものとする。 

 

 



2 

３．入札参加形態 

入札参加形態は、２者または３者による特定建設工事共同企業体とする。 

 

 ４．競争入札参加資格 

   本入札に参加する者に必要な資格は、次のとおりである。 

(1) 特定建設工事共同企業体は、２構成員（代表者、構成員）又は、３構成員（代表

者、構成員、構成員）によるものとし、各構成員の出資比率の下限は、２構成員の

場合は３０％以上、３構成員の場合は２０％以上とする。また、代表者の出資比率

は構成員中最大であること。 

(2) 特定建設工事共同企業体の全ての構成員に必要な資格は、次のとおりである。 

ア．建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定により、建築一式工事に

係る特定建設業の許可を受けている者で、半田市の当該工事における競争入札参

加資格者であること。 

イ．建設業法に基づき現場代理人、監理技術者及び主任技術者を配置できること。 

ウ．地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に

該当していないこと。 

エ．入札参加申込書の提出日から当該工事の落札決定までの間、半田市指名審査等

事務取扱要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。 

オ．会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始

の申立てがなされていない者、又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第

２１条の規定による再生手続開始の申立てがなされていない者であること。ただ

し、会社更生法に基づく更正手続開始の決定を受けた者又は民事再生法に基づく

再生手続開始の決定を受けた者は、当該申立てがなされなかった者とみなす。 

カ．対象工事に係る設計業務の受託者又は受託者と資本若しくは人事面において関

係がある者でないこと。 

 (3) 代表者は、次の基準を満たす者である。 

ア．愛知県内に本店、支店又は営業所登録を有する者で、当該支店又は営業所に契

約締結の権限を委任された代理人を置いている者であること。 

イ．審査基準日が入札参加申請日前１年７か月以内、かつ最新の経営規模等評価結

果通知書の建築一式工事に係る総合評定値が半田市内に本店、支店又は営業所登

録を有する者にあっては１，０００点以上、半田市を除く愛知県内に本店、支店

又は営業所登録を有する者にあっては１，５００点以上であること。 

ウ．平成３１年４月１日から令和６年３月３１日までの間に、１件当たりの契約金

額が１億円以上の建築一式工事について、元請として完了した実績を有している
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こと。なお、共同企業体の構成員としての実績については、出資比率が２０％以

上の工事に限るものとし、出資比率に応じて算定する。 

エ．建設業法第２６条に基づく専任の監理技術者を配置できること。 

 (4) 代表者以外の構成員は、次の基準を満たす者である。 

ア．半田市内に本店、支店又は営業所登録を有する者で、当該支店又は営業所に契

約締結の権限を委任された代理人を置いている者であること。 

イ．審査基準日が入札参加申請日前１年７か月以内、かつ最新の経営規模等評価結

果通知書の建築一式工事に係る総合評定値が８００点以上であること。 

ウ．平成３１年４月１日から令和６年３月３１日までの間に、半田市が発注した工

事で１件当たりの契約金額が３，５００万円以上の建築一式工事について、元請

として完了した実績を有していること。なお、共同企業体の構成員としての実績

については、出資比率が２０％以上の工事に限るものとし、出資比率に応じて算

定する。 

エ．建設業法第２６条に基づく専任の主任技術者を配置できること。 

 

５．設計業務の受託者等  

(1) 工事に係る設計業務の受託者とは、次のとおりである。 

株式会社 浦野設計 

(2) 当該受託者と資本若しくは人事面において関連があるとは、次のとおりである。 

ア．当該受託者の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその

出資の総額の１００分の５０を超える出資をしている建設業者 

イ．建設業者の代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員を兼ねてい

る場合における当該建設業者 

 

６． 特定建設工事共同企業体による入札参加資格審査申請の方法 

  入札に参加を希望する共同企業体は、次により資格審査を受けなければならない。

資格審査申請に基づく審査の結果、入札参加資格がないと認められたものは、本入札

に参加することができない。 

(1) 申請書類 

ア．特定建設工事共同企業体建設工事入札参加資格審査申請書（様式第１） 

イ．特定建設工事共同企業体協定書（様式第２） 

ウ．入札、契約締結等の権限についての委任状（様式第３） 

(2) 受付日時及び提出方法 

受付日時  令和６年７月２４日（水）から令和６月８月９日（金）まで 
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（土曜日、日曜日及び休日を除く）の午前９時から午後５時まで 

提出方法  半田市役所 総務部総務課（市役所３階）に持参 

その他   資格審査の結果については、随時通知する。 

 

 ７．設計図書類の配付等 

  (1) 配付 

   ア 期 間  令和６年７月２３日（火）から令和６年８月２９日（木）までの 

          電子入札システム利用可能時間 

   イ 場 所  あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）における入札情報 

サービスサブシステムに掲載の電子データをダウンロード。 

  (2) 質問受付及び回答 

   ア 受付日時  令和６年８月２日（金）午後５時まで 

   イ 受付場所  半田市役所 建設部建築課 

   ウ 受付方法  質問書（Ａ４サイズ様式自由）を建築課のメールアドレスに添付

ファイルで送付すること。（注）他の方法による質疑は受けない。 

           また、件名は「亀崎小学校校舎改築等建築工事（週休２日）【〇〇】」

【〇〇】は提出企業名又は企業体名）とすること。 

           建築課メールアドレス（kenchiku@city.handa.lg.jp）  

   エ 回  答  質問に対する回答は、令和６年８月９日（金）に半田市ホームペ

ージ上に掲載して回答するものとする。 

   URL：https://www.city.handa.lg.jp/jigyosha/nyusatsu/1003664/1003665.html 

 

 ８．参加申込書の提出 

   入札に参加を希望する共同企業体の代表者は、次により申込書を提出しなければな

らない。期間内に申込書を提出しない者は、本入札に参加することができない。 

  (1) 期  間  令和６年８月１９日（月）の午前９時から令和６年８月２３日（金）

の午後５時までの、電子入札システム利用可能時間 

  (2) 方  法  電子入札システムにより入札参加申込書に必要事項を入力して、特

定建設工事共同企業体入札参加申請確認資料（様式第４）（以下「確認

資料」という。）を添付ファイルとして提出する。 

          確認資料は、あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）にお

ける入札情報サービスサブシステムに掲載のファイルを使用し、工事

名、企業体名をファイル名とすること。（亀崎小学校校舎改築等建築工

事（週休２日）【〇〇】、〇〇は提出企業体名）とすること。 
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  (3) そ の 他  申請内容を証明する書類等については、必要に応じ別途提出を求め

るものとする。 

 ９．入札書及び工事費内訳書の提出 

  (1) 期  間  令和６年８月２８日（水）の午前９時から令和６年８月３０日（金）

の午後３時までの、電子入札システム利用可能時間 

  (2) 方  法  電子入札システムにより必要事項を入力して、工事費内訳書を添付

ファイルとして提出する。 

           工事費内訳書は、あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）

における入札情報サービスサブシステムに掲載のファイルを使用し、

工事名、企業体名をファイル名とすること。（亀崎小学校校舎改築等

建築工事（週休２日）【〇〇】、〇〇は提出企業体名） 

  (3) 入札金額  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００

分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数が

あるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とす

るので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか

免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に

相当する金額を入札書に記載すること。 

  (4) 入札回数  １回 

 

 10．開札の日時及び場所 

  (1) 日 時  令和６年８月３０日（金） 午後４時００分 

  (2) 場 所  半田市役所 入札事務室（３階） 

 

 11．入札保証金 

半田市財務規則（昭和４６年半田市規則第１１号）第１５８条第１項第３項の規定

により免除する。 

 

 12．入札の無効 

   半田市財務規則第１５７条の規定に該当する入札は、無効とする。 

 

 13．落札者の決定 

  (1) 予定価格の制限の範囲内で、かつ最低制限価格以上の入札をした者のうち、最低

の価格をもって入札した者を落札候補者として入札参加資格を確認した上で落札者

を決定する。なお、最低の価格をもって入札した者が複数いた場合は、くじにより
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落札候補順位を決定する。 

  (2) 落札候補者の事後審査の結果、入札参加資格を有しないことが判明した場合は、

適格者が確認できるまで次順位の低価格をもって入札した者を新たな落札候補者と

して事後審査を行うものとする。 

  (3) 落札候補者及び指示された順位までの入札者は、９月２日(月)午後３時までに事

後審査に必要な書類（共同企業体全構成員分）を直接持参し提出すること。 

   ア 提出場所  半田市役所 総務部総務課 

   イ 提出書類  入札参加申込時に提出した確認資料に記載した施工実績工事につ

いて、財団法人日本建設情報センター（ＪＡＣＩＣ）の工事実績情

報サービス（ＣＯＲＩＮＳ）における登録内容確認書又は工事契約

書の写し 

           配置予定技術者について、技術検定合格証明書の写し、本入札に

該当する工事業の監理技術者資格者証の写し及び監理技術者講習修

了証の写し 

           その他指示する書類 

(4)落札者決定日は、令和６年９月２日（月）を予定する。 

 

 14．契約保証金 

半田市財務規則第１７７条第１項第３号の規定により免除する。 

 

 15．契約の時期 

   落札者は、落札決定後、建設工事請負仮契約書を取り交わし、半田市議会の議決に

付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年半田市条例第４２号）

の定めるところにより議会の議決を経たのち本契約を締結する。 

 

16．支払条件等 

(1)半田市財務規則第６８条の２の規定に基づく前金払及び中間前金払並びに第１９７

条の規定に基づく部分払をする。ただし、中間前金払と部分払については、契約時

にどちらかを選択するものとする。 

(2)令和６年度末の出来高予定は、２８．７２％とする。 

(3)令和６年度の支払限度額は、契約金額に２８．７２％を乗じて得た額の９割とする。 

(4)各年度の前払いは、当該年度の支払限度額に１０分の４を乗じて得た額を超えない

範囲とする。 
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 17．週休２日制工事 

本工事は、発注者指定型の週休２日制工事とする。週休２日の確保、取組内容、週休 

  ２日の取得に要する費用の計上（補正率、補正方法等）等は、「半田市建築工事におけ

る週休２日制工事実施要領」及び「建築工事における週休２日制工事の実施に係る積算

方法の運用について」によるものとする。 

なお、本工事の予定価格は、４週８休以上の達成を前提とした補正率を適用し算出

しているため、当該入札においては、４週８休以上の達成を前提として補正した金額

により入札すること。 

 

 18．その他 

  (1) 提出書類は返却しない。 

  (2) 現場説明会は、実施しない。 

  (3)入札及び契約事務に関する法令、半田市の規則及び条例等を遵守すること。特に、

入札談合等で法令に違反すると、当該事業者及び共同した事業者は、排除措置命令

や課徴金納付命令が出されるほか、刑事罰、損害賠償、指名停止措置等を受けるこ

とになります。 

(4) 問い合わせ先 

（入札に関すること） 

    半田市役所 総務部総務課 

住所  〒４７５－８６６６ 半田市東洋町二丁目１番地 

     電話  ０５６９－８４－０６１４ 

（公告内容に関すること） 

    半田市役所 建設部建築課 

     住所  〒４７５－８６６６ 半田市東洋町二丁目１番地 

     電話  ０５６９－８４－０７５０ 

 


